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第１章 施設整備基本計画の目的等 

 

１－１ 計画の目的 

新ごみ処理施設（以下「新施設」という。）は、既存のごみ処理施設（以下「現施設」と

いう。）の老朽化に対応するため、甘木・朝倉・三井環境施設組合廃棄物再生処理センター

「サン・ポート」内の現施設西側用地に令和 14 年度（2032 年度）の供用開始を目標とし

て整備する計画である。 

そのため、建設予定地の土地利用状況やインフラ状況等を整理した上で、処理方式、施

設規模、環境保全基準等を設定し、施設配置計画、プラント設備計画など、施設整備に必

要な基本的事項を定めることを目的とする。 

 

１－２ 建設予定地の状況 

（１）現施設の概要 

・施設名称 廃棄物再生処理センター「サン・ポート」 

・所在地  福岡県朝倉郡筑前町栗田８－３ 

・敷地面積 約 64,000 ㎡ 

・施設構成 ごみ処理施設、リサイクルプラザ、管理棟、 

リサイクル工房、遊水池、グラウンド兼雨水調整池 

 

図１－２－１ 「サン・ポート」全体図 
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ア 既存のごみ処理施設 

・処理能力 120t/24h（60t/24h×2 炉） 

・処理方式 シャフト炉式ガス化溶融方式 

・処理対象 可燃ごみ及びリサイクルプラザからの残さ 

・稼働開始 平成 15 年（2003 年）４月 

・余熱利用 発電出力 1,880kW、場内空調、給湯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２－２ ごみ処理施設 

 

イ 既存のリサイクルプラザ 

・処理能力 30t/5h 

・処理方式 機械選別＋手選別 

・稼働開始 平成 15 年（2003 年）４月 

・選別種類 粗大ごみ、スチール缶、アルミ缶、びん類、ペットボトル、 

プラスチック、紙類・布類、破砕スチール、破砕アルミ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２－３ リサイクルプラザ 
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（２）インフラの整備状況等 

インフラの現在の整備状況を以下に示す。 

 

表１－２ 既存施設のインフラ整備状況 

インフラ 現状 

電力 九州電力㈱より高圧（6,600V）受電 

上水 上水を受水 

処理水 無放流 

通信 ＮＴＴ回線 

 

サン・ポートの敷地は、「その他の都市施設：ごみ処理場」として、既存のごみ処

理施設及びリサイクルプラザを建設する際に都市計画決定された土地である。 

この敷地については、都市計画上の区域区分は非設定（白地地域）であり、容積率

200％以下、建ぺい率 60％以下となっている。また、緑化率の基準は 25％以上となっ

ているが、新施設を整備してもこの基準を満足している。 

新施設の建設予定地を以下に示す。下図の楕円（破線）で描かれた区域である。現

在、リサイクル工房、遊水池、水路があるが、リサイクル工房は解体・撤去、遊水池

は埋め立て、水路は付け替えにより、施設建設に必要な敷地を確保する。建設予定地

の面積は、水路の位置により 6,600～7,600 ㎡程度になると見込まれる。 

 

図１－２－４ 新施設建設予定地 

 

  

：新施設建設予定地 
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１－３ 第２次一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 

本組合及び構成市町村（朝倉市、筑前町、大刀洗町、東峰村）は、一般廃棄物（ごみ）

処理基本計画（平成 31 年３月策定）の見直しを行い、令和６年３月に第２次一般廃棄物

（ごみ）処理基本計画（以下「基本計画」という。）を策定した。 

この基本計画の計画期間については、令和５年度を起点とし、５年後の令和 10 年度を中

間目標年度、10 年後の令和 15 年度を目標年度としている。 

基本計画における中間処理計画については、「ごみ処理施設については、施設の老朽化が

進行していることから、次期施設の供用開始（令和 14 年度予定）に向けて、今後の施設整

備事業を推進する」と記載されている。 

一方、リサイクルプラザについては、「今後も現施設を継続して利用するため、計画的な

維持管理を行う」と記載されている。 

なお、最終処分計画については、「次期焼却施設の供用（令和 14 年度予定）開始後もガ

ス化溶融処理を行う予定のため、今後も最終処分は行わない予定」と記載されている。 
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１－４ 施設整備に係る環境保全関係法令 

 施設整備に係る環境保全関係法令を以下に示す。 

 

表１－４ 環境保全関係法令 

法律名 適用範囲等 新施設の法規制値等 

廃棄物処理法 処理能力が１日５ｔ以上のごみ処理施設（ご

み焼却施設においては１時間あたり 200kg以

上又は火格子面積が２㎡以上） 

燃焼室出口温度     800℃以上 

滞留時間        ２秒以上 

集じん器入口温度    200℃以下 

一酸化炭素       100ppm 以下 

溶融飛灰ダイオキシン類  ３ng-TEQ/g 以下 

溶融飛灰重金属     溶出基準以下 

大気汚染防止法 火格子面積が２㎡以上又は焼却能力が１時

間あたり 200kg 以上であるごみ焼却炉 

ばいじん   0.15g/Nm3 以下 

硫黄酸化物  Ｋ値=17.5 

塩化水素   700mg/Nm3(約 430ppm)以下 

窒素酸化物  250ppm 以下 

水銀     30μg/Nm3 以下 

騒音規制法 空気圧縮機及び送風機（原動機定格出力

7.5kW 以上）、かつ知事が指定する地域 

昼（8:00～19:00） 60 dB(A)以下 

夜（19:00～8:00） 50 dB(A)以下 

振動規制法 圧縮機（原動機定格出力 7.5kW 以上）、かつ

知事が指定する地域 

昼（8:00～19:00） 60 dB 以下 

夜（19:00～8:00） 55 dB 以下 

悪臭防止法 知事が指定する地域 敷地境界線上における基準以下 

気体排出口における基準以下 

ダイオキシン類

対策特別措置法 

焼却能力が１時間あたり 50kg 以上又は火格

子面積が 0.5 ㎡以上の施設で、ダイオキシン

類を大気中に排出又はこれを含む汚水若し

くは廃水を排出する場合 

大気排出基準   ５ng-TEQ/Nm3 以下 

溶融飛灰      ３ng-TEQ/g 以下 

 

土壌汚染対策法 有害物質使用特定施設を廃止したとき、健康

被害が生じるおそれがあるとき、一定規模

（3,000 ㎡以上）の形質変更を行うとき 

3,000 ㎡以上の形質変更を行う場合、適用

がある。その変更に着手する日の 30 日前

までに届出をする必要がある。 
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１－５ 施設整備の基本方針 

（１）施設整備の基本方針 

新施設の整備に係る基本方針を検討し、下表に示す方針とした。 

 

表１－５ 施設整備基本方針 

基本方針① ごみ処理の安定性に優れ、災害に対して強靭な施設 

基本方針② 環境負荷が少なく、循環型社会の形成に資する施設 

基本方針③ 地域と調和し、環境保全に配慮した施設 

基本方針④ 経済的・効率的にごみ処理を行える施設 

 

（２）施設整備の検討方法 

   新施設の整備内容を検討するにあたっては、現況調査、文献調査、事業者へのアン

ケート調査、事業者へのヒアリング調査等を実施し、検討を進める。 
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第２章 処理方式 

 

２－１ 処理方式の種類 

平成 26 年度（2014 年度）から令和５年度（2023 年度）までの 10 年間において、建設実

績があるごみ処理方式については、焼却方式（ストーカ式、流動床式）、ガス化溶融方式（シ

ャフト炉式、流動床式）がある。それらの特徴を以下に示す。 

 

処理方式 イメージ図・フロー図 特徴 

 

 

 

焼

却 

方

式 

 

ストーカ式  ごみを可動する火格子（揺動式、階段式、回

転式等）上で移動させながら、火格子下部か

ら空気を送入し、燃焼させる。焼却灰（不燃

物を含む。）及び飛灰が発生し、これらは一般

的に最終処分場で処分されている。 

流動床式  珪砂等の粒子層の下部から加圧した空気を分

散供給して、蓄熱した珪砂等を流動させ、そ

の中でごみを燃焼させる。不燃物及び飛灰が

発生し、これらは一般的に最終処分場で処分

されている。 

 

 

ガ

ス

化 

溶

融

方

式 

 

シャフト炉

式 

 製鉄のコークスを使った高炉技術を応用し、

ガス化と溶融がそれぞれ炉の上部・下部で行

われる。スラグ、メタル、溶融飛灰が発生す

る。ごみと併せて不燃物も溶融処理すること

ができる。 

流動床式  流動床ガス化炉と燃焼溶融炉からなり、分解

ガスと分解物を高温で燃焼、溶融させる。ス

ラグ、鉄、非鉄、ガレキ、溶融飛灰が発生す

る。ガレキは一般的に最終処分場で処分され

ている。 

※出典：全国都市清掃会議「ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2017 改訂版）」（以下「設計要領」と記す。） 

図２－１ ごみ処理方式と特徴 
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２－２ 処理方式の選定 

令和６年３月に策定した第２次一般廃棄物（ごみ）処理基本計画には、最終処分計画と

して、「次期焼却施設の供用（令和 14 年度予定）開始後もガス化溶融処理を行う予定のた

め、今後も最終処分は行わない予定」と記載されている。 

前述したとおり、過去 10 年間に建設実績のあるガス化溶融方式には、シャフト炉式と流

動床式がある。 

組合圏域では、現在も最終処分場を有していないことから、２つのガス化溶融方式のう

ち組合圏域のごみ処理に対応可能な方式は、現状と同じく、シャフト炉式ガス化溶融方式

のみである。 

したがって、新施設の処理方式は、シャフト炉式ガス化溶融方式とする。 

なお、シャフト炉式ガス化溶融方式によりごみを処理した場合、処理後にスラグ、メタ

ル、溶融飛灰が発生する。これらの残さについては、民間事業者を活用し、スラグ及びメ

タルは有価で売却、溶融飛灰は山元還元（溶融飛灰から非鉄金属を回収し再使用）をして

きた。新施設においても、この処理の流れを継続し、資源化を推進する。 
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第３章 施設基本計画 

 

３－１ 基本諸元 

３－１－１ 施設規模 

 新施設の施設規模については、環境省が令和６年３月 29 日に発出した環循適発第

24032920 号「循環型社会形成推進交付金等に係る施設の整備規模について（通知）」に従

い計算する。 

まず、過去のごみ処理量から将来のごみ処理量を推計した。ごみ処理量の推計値は以下

のとおりである。 

 

表３－１－１ 将来のごみ処理量の推計値 

年度 ごみ処理量 t 

(通常のごみ量) 

ごみ処理量 t 

(災害廃棄物を含む量) 

年度 ごみ処理量 t 

(通常のごみ量) 

ごみ処理量 t 

(災害廃棄物を含む量) 

令和 14 年度 22,676 24,943 令和 24 年度 20,833 22,916 

令和 15 年度 22,417 24,658 令和 25 年度 20,728 22,800 

令和 16 年度 22,230 24,453 令和 26 年度 20,511 22,562 

令和 17 年度 22,103 24,313 令和 27 年度 20,351 22,386 

令和 18 年度 21,865 24,051 令和 28 年度 20,205 22,225 

令和 19 年度 21,687 23,855 令和 29 年度 20,113 22,124 

令和 20 年度 21,509 23,659 令和 30 年度 19,911 21,902 

令和 21 年度 21,390 23,529 令和 31 年度 19,765 21,741 

令和 22 年度 21,154 23,269 令和 32 年度 19,617 21,578 

令和 23 年度 20,993 23,092 令和 33 年度 19,544 21,498 

※令和 15 年度までは第２次一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の値、令和 16 年度以降は構成市町村の人口推移より

の推計値である。 

 

 次に、計画目標年次については、新施設の稼働予定年度の７年後を超えない範囲内とな

る。稼働予定は令和 14 年度であり、令和 14 年度が最も多いごみ処理量（22,676t）となる

ため、計画目標年次は令和 14 年度（2032 年度）となる。 

そして、新施設の年間停止日数を 75 日とすると、実稼働日は 290 日となる。この施設規

模に対し、災害廃棄物処理量を 10％見込み、施設規模を求めると以下のとおりである。 

 （施設規模）22,676ｔ÷290 日×1.10＝86.01t/日 ⇒ 86 t/日 

 新施設の施設規模は、86t/日とする。 
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３－１－２ 計画ごみ質 

 計画ごみ質については、本組合の令和２年度から令和６年度までの５か年度のごみ質の

実績値を用いて計算し、さらに製品プラスチックの分別回収による変動を考慮して求めた。

計画ごみ質は、以下のとおりとなった。 

 

表３－１－２ 計画ごみ質 

 

 

種類組成 

（乾組成） 

紙・布類 （％） 42 

木竹類 （％） 18 

合成樹脂類 （％） 22 

厨芥類 （％） 10 

不燃物類 （％） 3 

その他 （％） 5 

ごみ質 低質 基準 高質 

 

三成分 

水分 （％） 56 49 42 

可燃分 （％） 38 45 52 

灰分 （％） 6 6 6 

単位容積重量 （kg/㎥） 240 190 140 

低位発熱量 （kJ/kg） 5,900 8,000 10,100 
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３－１－３ 炉数 

 新施設の施設規模は 86t/日であるので、通常、２炉構成又は１炉構成となる。 

１炉構成の場合、２炉構成と比較して、機器点数が少なく、建築面積も小さくなるため、

建設費の経済性は優位である。 

しかし、本組合の場合、他のごみ処理施設を有していないため、１炉構成である場合、

炉の補修点検時のごみ処理が極めて難しく、また設備の予期せぬ故障等により炉が停止す

るとごみ処理が破綻するおそれがある。そのようなリスクをできるだけ低減するため、新

施設は２炉構成とする。 
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３－２ 環境保全計画 

３－２－１ 排ガス基準 

排ガス基準値（計画値）を以下に示す。 

表３－２－１ 排ガス基準値（計画値）※1 

項目 単位 
基準値 

（計画値） 
法基準値 

ばいじん g/m3N 0.02 0.15 

硫黄酸化物 ppm 50 K 値規制※2 

塩化水素 ppm 50 約 430 

窒素酸化物 ppm 100 250 

ダイオキシン類 ng-TEQ/m3N 0.05 5 

水銀 μg/m3N 30 30 

※1 乾きガスＯ２12％換算値 

※2 q=K×10-3×He2 

q:硫黄酸化物の許容排出量(m3N/h) 

K:地域別に定める定数(K=17.5) 

He:有効煙突高さ(m) 

 

３－２－２ 騒音基準 

騒音基準値を以下に示す。 

表３－２－２ 騒音基準値 

区分 単位 基準値 

昼（8:00～19:00） dB(A) 60 

夜（19:00～8:00） dB(A) 50 

※敷地境界線上において 

 

３－２－３ 振動基準 

振動基準値を以下に示す。 

表３－２－３ 振動基準値 

区分 単位 基準値 

昼（8:00～19:00） dB 60 

夜（19:00～8:00） dB 55 

※敷地境界線上において 
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３－２－４ 悪臭基準 

（１）敷地境界線における基準 

悪臭基準値を以下に示す。 

表３－２－４ 悪臭基準値 

特定悪臭物質 単位 基準値 

アンモニア ppm 1 

メチルメルカプタン ppm 0.002 

硫化水素 ppm 0.02 

硫化メチル ppm 0.01 

二硫化メチル ppm 0.009 

トリメチルアミン ppm 0.005 

アセトアルデヒド ppm 0.05 

プロピオンアルデヒド ppm 0.05 

ノルマルブチルアルデヒド ppm 0.009 

イソブチルアルデヒド ppm 0.02 

ノルマルバレルアルデヒド ppm 0.009 

イソバレルアルデヒド ppm 0.003 

イソブタノール ppm 0.9 

酢酸エチル ppm 3 

メチルイソブチルケトン ppm 1 

トルエン ppm 10 

スチレン ppm 0.4 

キシレン ppm 1 

プロピオン酸 ppm 0.03 

ノルマル酪酸 ppm 0.001 

ノルマル吉草酸 ppm 0.0009 

イソ吉草酸 ppm 0.001 

臭気指数 － 10 

※敷地境界線上において 

 

（２）気体排出口における基準 

敷地境界における基準値を基礎として、悪臭防止法施行規則第３条に規定する式に

よって求めた値以下とする。 
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３－３ プラント設備計画 

新施設の主要なプラント設備の基本的なブロック図を以下に示し、各設備の主要な装置

の概要を３－３－１以下に示す。なお、事業方式はＤＢＯであるため、事業者の責任と負

担のもとごみ処理が実施されることや、より効率的かつ経済的に事業を推進するため、各

設備の詳細な仕様は事業者提案とする。 

※出典：設計要領（加筆修正） 

図３－３ 主要なプラント設備の基本的なブロック図 

  

ごみ

受入れ・供給設備

プラットホーム 計量機

ごみピット

ごみクレーン

副資材貯留供給装置 空気

スラグ・メタル処理設備 ガス化溶融設備 通風設備

スラグ・メタル冷却装置 ごみ投入ホッパ 一次送風機

スラグ・メタル搬出装置 給じん装置 二次送風機

スラグ・メタル貯留設備 溶融炉 通風ダクト

燃焼室 酸素発生装置

スラグ・メタル搬出 窒素発生装置

燃焼ガス冷却設備

ボイラ及び復水装置 余熱利用設備

ガス冷却装置 発電設備

熱（温水）供給設備

灰出し設備 排ガス処理設備

ダスト搬出装置 有害ガス除去装置

溶融飛灰貯留槽 集じん器

溶融飛灰搬出 通風設備 電気設備

誘引送風機 計装制御設備

排ガスダクト及び煙道 給水設備

煙突 排水処理設備

排気
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３－３－１ 受入れ・供給設備 

（１）計量機（必要に応じて設置） 

施設内に搬入されるごみ、施設外に搬出されるスラグ等の重量及び種類などを管理

するために設置する。なお、ごみ搬入車両のごみ重量を既存の計量機を使用して計量

することも可とする。 

 

【仕様】 

ａ 形式 ロードセル式（４点支持、ピット方式） 

ｂ 数量 ２基 ※ごみ搬入車両の計量用 

ｃ 主要項目 

（１基につき） 

最大秤量   30ｔ 

最小目盛   10kg 

 

【配慮事項】 

・計量システムは、停電時にも使用できるようにする。 

 

（２）プラットホーム 

プラットホームは、ごみ収集運搬車両等がごみをピットに投入するために設置する。

安全かつ容易にごみ投入作業ができる面積と構造を有するものとする。最大車種とし

ては、最大積載量 10 トンのトラックを想定する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 屋内 

ｂ 数量 １式 

ｃ 有効寸法 事業者提案とする。 

 

【配慮事項】 

・プラットホームを清潔に保つため、床面にこぼれたごみを容易にごみピットへ掃き

込めるよう車止めの一部に掃き出し口を設置する。 

・プラットホームには、洗浄水栓を要所に設けて床を洗浄できる構造とする。 

・水はけを容易にするため適正な床勾配をとり、要所には排水溝を設ける。 
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（３）ごみ投入扉 

投入扉は、プラットホームとごみピットを遮断してごみピット内の粉じんと臭気の

発散を防止するために設置する。耐久性については、頻繁に行われる扉の開閉に耐え

る強度とごみピット内の湿気や腐食性ガス等に対する耐食性を有することとする。 

 

【仕様】 

ａ 形式 観音開き式（ダンピングボックス分は事業者提案） 

ｂ 数量 ４基（ダンピングボックス１基を含む。） 

ｃ 開口部寸法 事業者提案とする。 

 

【配慮事項】 

・扉番号表示板、誘導表示灯を設け、動作始動時の警報装置等、安全対策を施す。 

・臭気の漏洩を極力抑えるように密閉性の高い構造とする。 

・投入扉を全て閉じた状態でも、燃焼用空気を吸引できる構造とする。 

・ダンピングボックスは、人力による荷下ろしの際、ごみピットへの転落事故防止の

ために設置する。 

・車両がごみピットへ転落することを防ぐため、車止め及びピット側に車両転落防止

バーを設ける。 

 

（４）ごみピット 

ごみピットは搬入されたごみを一時的に貯えて、ごみ搬入量と処理能力との差を調

整するために設ける。共通設備の点検期間を考慮して、ごみピット容量を決定する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 水密性鉄筋コンクリート造 

ｂ 数量 １式 

ｃ 主要項目 ピット容量：１日の処理能力量の 10 日分以上 

ごみ単位体積重量は事業者提案とする。 

 

【配慮事項】 

・ごみピット火災を未然に防止するため、ピット内のごみ表面温度を常時監視し、火

災発生時にはごみピット放水銃にて自動的に消火開始するシステムを設ける。 

・臭気漏れ防止のため、ピット内は負圧とする。 
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（５）ごみクレーン 

ごみクレーンは、溶融炉にピット内のごみを供給し、またピット内のごみ均質化を

図るための攪拌作業等を行うために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 グラブバケット付天井走行クレーン 

ｂ 数量 ２基（バケットは予備１基を設ける。） 

ｃ 主要項目 

 

操作方法：全自動、半自動、遠隔手動 

バケット形式は事業者提案とする。 

 

【配慮事項】 

・ごみピットが目視できる位置にクレーン操作室を設ける。 

 

（６）脱臭装置 

全炉停止期間中、周辺環境に臭気を漏洩させないように、ごみピット、プラットホ

ーム内の臭気を吸引・脱臭するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 活性炭脱臭方式 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

・活性炭の入替えが容易に行える構造及びスペースを確保する。 

 

（７）副資材貯留供給装置 

コークス・石灰石を受入れ、貯留し、溶融炉へ供給する装置を設ける。 

 

【仕様】 

ａ 形式 貯留ホッパ及び供給装置 

ｂ 数量 １式 

ｃ 主要項目 副資材の貯留容量は事業者提案とする。 

 

【配慮事項】 

・コークス・石灰石の補充が容易に行える構造及びスペースを確保する。 
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３－３－２ ガス化溶融設備 

（１）ごみ投入ホッパ 

ごみ投入ホッパは、ごみクレーンで投入されたごみを一時貯留しながら連続して溶

融炉内に送り込むために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 鋼板製 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

 

【配慮事項】 

・クレーンバケットによって投入されたごみを外部に散乱や飛散させることなく受け

入れできる広さを有することとする。 

・炉内にごみが円滑に供給できるようにする。 

・投入されたごみによって炉内と外部とのシール（気密）を行い、空気の漏れ込み、

燃焼ガスの漏出が防止できるようにする。 

 

（２）給じん装置 

給じん装置は、ごみホッパ投入に貯められたごみを炉内に連続的に供給し、その量

を調整できるように設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

 

【配慮事項】 

・ごみを連続的に安定して供給できるようにする。 

・ごみ質の変化及び炉内の状況に対応して、給じん量を適切な範囲で調整できるように

する。 

  ・ガス漏洩対策として、シール性の高い構造とする。 
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（３）溶融炉 

給じん装置から供給されたごみ中の可燃分を熱分解し、可燃性の熱分解ガスを生成

するとともに、灰分、不燃物等を溶融し、炉外に排出するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 シャフト炉式溶融炉 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

ｃ 処理能力 86t/24h（43t/24h×２基） 

 

【配慮事項】 

・シャフト炉の下部は、高温の溶融物と空気や酸素ガスにさらされるため、耐火物の

選定に十分配慮する。 

・出滓口付近の作業環境を良好に保つよう配慮する。 

 

（４）燃焼室 

溶融炉で発生した熱分解ガスを所定の温度で完全に燃焼するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 空気吹込式 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

ｃ 主要項目 容積及び寸法は事業者提案 

 

【配慮事項】 

  ・ばいじんの堆積防止、クリンカの生成防止を行う。  
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（５）燃焼室助燃装置 

燃焼室の起動及び温度保持のために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 バーナ 

ｂ 数量 事業者提案とする。 

ｃ 主要項目 遠隔及び現場手動運転 

 

【配慮事項】 

・運転時の熱による損傷を防止する。 

 

  



21 

 

３－３－３ 燃焼ガス冷却設備 

（１）ボイラ 

ボイラ本体は、焼却炉から発生する高温の燃焼ガスから熱回収を行い、排ガス処理

設備が安全で効率よく性能を発揮できるガス温度まで冷却するために設置する。 

ボイラ本体と過熱器を通過して温度の低下した燃焼ガスの熱を利用して、ボイラ本

体に補給する水を予熱するため、エコノマイザを設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

ｃ 主要項目 ボイラ本体・過熱器・エコノマイザ 

 

【配慮事項】 

・可能な限り発電の高効率化を図るシステムとする。 

・過熱器はばいじんや排ガスによる摩耗・腐食の少ない材質・構造とする。 

・ボイラ水管や過熱器の腐食・減肉のおそれのある個所は必要に応じて対策を講じる。 

・伝熱面は、ばいじん・クリンカ等の付着の少ない構造とし、有効な除去装置を設け

る。 

 

（２）蒸気復水装置 

蒸気復水装置は、蒸気を復水するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 強制空冷式 

ｂ 数量 事業者提案による。 

 

【配慮事項】 

・タービン発電機を使用しない場合でも、全量を復水できるものとする。 

・タービンバイパス時に確実に全量復水可能な能力とする。 
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３－３－４ 排ガス処理設備 

（１）排ガス減温装置 

新施設の排水は後述のとおり無放流とするため、必要に応じてボイラから排出され

た燃焼ガスを水噴霧にて所定の温度まで冷却するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 水噴霧式 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

 

【配慮事項】 

・ばいじんの堆積防止を行う。 

 

（２）集じん器 

集じん器は、排ガス中のばいじんを除去するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 ろ過式集じん器 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

 

【配慮事項】 

・ろ布は、耐熱性・耐酸性・耐薬品性等に十分留意して選定する。 

・休炉中の温度低下による結露防止及び低温腐食防止のため、適切な加温装置を設置

する。また、停電時においても加温装置が機能するように計画する。 
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（３）有害ガス除去装置 

ア 塩化水素、硫黄酸化物除去装置 

排ガス中の塩化水素（HCl）、硫黄酸化物（SOx）を除去するために塩化水素、硫黄

酸化物除去装置を設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 乾式法 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

 

【配慮事項】 

・薬品貯槽の有効容量は、２炉運転時の最大使用量を考慮する。 

 

イ 窒素酸化物除去装置 

排ガス中の窒素酸化物（NOx）を低減させるために窒素酸化物除去装置を設置する。

窒素酸化物の主な除去方法を以下に示す。 

 

表３－３－４－１ 窒素酸化物の主な除去方法 

※出典：設計要領 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案による。 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

 

【配慮事項】 

・薬品貯槽の有効容量は、２炉運転時の最大使用量を考慮する。 
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ウ ダイオキシン類除去装置 

ダイオキシン類の排出を抑制し、又は分解するためにダイオキシン類除去装置を

設置する。ダイオキシン類の抑制技術を以下に示す。 

 

表３－３－４－２ ダイオキシン類の抑制技術 

区分 

 

方  式 

 

設備費 

 

運転費 

 

採用例 

 
乾式 

吸着法 

低温ろ過式集じん器 

 

中 

 

小 

 

多 

 活性炭・活性コークス吹込みろ過式集じん器 

 

中 

 

中 

 

多 

 活性炭・活性コークス充填塔 

 

大 

 

大 

 

少 

 分解法 

 

触媒分解 

 

大 

 

大 

 

中 

  

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案による。 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

 

【配慮事項】 

・薬品貯槽の有効容量は、２炉運転時の最大使用量を考慮する。 

 

  エ 水銀除去装置 

排ガス中の水銀を除去するために水銀除去装置を設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案による。 

ｂ 数量 ２基（１基／炉） 

 

【配慮事項】 

・水銀除去に有効な装置とする。 

 

  



25 

 

３－３－５ 余熱利用設備 

（１）蒸気タービン 

ボイラにより発生した蒸気を動力源として利用するために蒸気タービンを設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 抽気復水タービン 

ｂ 数量 １基 

 

【配慮事項】 

・可能な限り高効率な発電を目指す。 

・蒸気タービンがトリップしても、溶融炉の運転に支障を及ぼさないようにタービン

バイパスにより自動的に減圧した後、蒸気復水器にて蒸気を復水に処理する。 

 

（２）発電機 

ボイラにより発生した蒸気を発電に利用するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 三相交流同期発電機 

ｂ 数量 １基 

 

【配慮事項】 

・発電系統と買電系統は相互に並列運転可能とする。 
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３－３－６ 通風設備 

（１）一次送風機 

一次送風機は、溶融炉下部から溶融炉内へ空気を供給するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 ２基(１基／炉) 

 

【配慮事項】 

・容量は，計算によって求められる最大風量に余裕を見込む。 

・吸引空気は、ごみピット内空気とする。 

 

（２）二次送風機 

二次送風機は、燃焼室へ空気を供給するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 ２基(１基／炉) 

 

【配慮事項】 

・容量は，計算によって求められる最大風量に余裕を見込む。 

 

（３）誘引送風機 

誘引送風機は、排ガスを煙突から大気に放出させ、溶融炉・燃焼室の圧力を安定し

た適正な負圧に保つために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 ２基(１基／炉) 

 

【配慮事項】 

・容量は，計算によって求められる最大風量・最大風圧に余裕を見込む。 

・材質の選定にあたっては、低温腐食を十分に考慮する。 
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（４）排ガス再循環送風機 

排ガス再循環送風機は、ろ過式集じん器を通過した排ガスを燃焼室へ押し込むため

に設置する。これにより NOx 抑制、燃焼安定化、排ガス量削減等の効果が期待できる。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 ２基(１基／炉) 

 

【配慮事項】 

・容量は，計算によって求められる最大風量・最大風圧に余裕を見込む。 

・材質の選定にあたっては、低温腐食を十分に考慮する。 

 

（５）煙突 

煙突は、排ガスを拡散させるために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 外筒１基、内筒２基 

ｃ 主要項目 煙突高さは GL＋59m とする。 

 

【配慮事項】 

・煙突は、施設のシンボル的な構造物となるため、意匠に配慮する。 

・材質の選定にあたっては、低温腐食を十分に考慮する。 

 

  



28 

 

３－３－７ スラグ・メタル処理設備 

（１）スラグ・メタル冷却装置 

溶融炉から排出されるスラグ・メタルの処理を行うために設置する。溶融炉から排

出される高温の溶融物を水砕水等で冷却する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

・耐熱性、耐腐食性を十分考慮した構造・材質とする。 

・本装置周辺の雰囲気を考慮し、良好な作業環境が保持できる装置とする。 

 

（２）スラグ・メタル搬出装置 

スラグ・メタルを選別し、コンベヤ等で各々の貯留設備まで搬出するために設置す

る。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

・本装置周辺の雰囲気を考慮し、良好な作業環境が保持できる装置とする。 

 

（３）スラグ・メタル貯留設備 

スラグ・メタルを場外搬出するまでの間、一時貯留するために設備を設置する。大

きさ・位置・構造等は事業者提案とする。 

 

【仕様】 

ａ 形式 バンカ又はピット又はヤード 

ｂ 数量 各々１か所 

 

【配慮事項】 

  ・配置した重機等により、場外搬出車両へ容易に積み込めるスペースを確保する。 
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３－３－８ 灰出し設備 

（１）ダスト搬出装置 

燃焼室、ボイラ、排ガス減温装置からのダストを溶融炉へ戻すために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

  ・ダストが飛散、流出することのない構造とする。 

  ・必要に応じて保温を行うとともに、点検口を設ける。 

 

（２）溶融飛灰貯留槽 

溶融飛灰をジェットパック車に積み込み、製錬工場に搬出するまでの間、一時貯留

するために貯留槽を設置する。なお、本組合は将来にわたって溶融飛灰の資源化を確

実に実施するため、製錬事業者との緊密な関係を維持するものとする。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １基 

 

【配慮事項】 

・ブリッジ、ダスト付着が生じない構造とする。 

  ・排出時の粉じん対策を行う。 
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３－３－９ 給水設備 

（１）生活用水受水槽 

生活用水として上水を受け入れ、貯留するために生活用水受水槽を設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 ＦＲＰ製パネルタンク 

ｂ 数量 １基 

ｃ 主要項目 容量は事業者提案とする。 

 

【配慮事項】 

  ・受水槽はメンテナンスが容易な構造とする。 

 

（２）プラント用水受水槽 

プラント用水として上水を受け入れ、貯留するためにプラント用水受水槽を設置す

る。 

 

【仕様】 

ａ 形式 水密性鉄筋コンクリート造 

ｂ 数量 １基 

ｃ 主要項目 容量は事業者提案とする。 

 

【配慮事項】 

  ・漏水が発生しないよう構造・材質・施工精度に配慮する。 

 

（３）防火水槽 

防火用水として上水を受け入れ、貯留するために防火水槽を設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 水密性鉄筋コンクリート造 

ｂ 数量 １基 

ｃ 主要項目 容量は事業者提案とする。 

 

【配慮事項】 

  ・屋内消火栓及びごみピット放水銃の水源として利用する。  
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３－３－10 排水処理設備 

（１）ごみピット排水処理設備 

ごみピットで発生するごみ汚水を処理するために設置する。ごみ汚水をろ過器でろ

過し、ろ液は燃焼室で蒸発酸化処理するとともに、固形物はごみピットに返送する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

  ・固形物を確実にごみピットに返送できる構造とする。 

 

（２）プラント排水処理設備 

   新施設で発生したプラント排水やリサイクルプラザから送水されたプラント排水は、

排水処理設備で処理し、再利用又は排ガス減温装置で使用する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

  ・処理水は可能な限り再利用する。 

 

（３）生活排水処理設備 

   新施設で発生した生活排水は、新たに設置する浄化槽で処理するか、又は既存の浄

化槽に送水し、処理する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

  ・生活排水の処理水は新施設のプラント排水処理設備に送水する。 
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３－３－11 電気設備 

（１）受変電設備 

受変電設備は、電源を外部の電力会社配電線路より引き込んで、施設内の各機器に

適合した電圧に変成して送り出すために設置する。  

 

【仕様】 

ａ 形式 AC 三相三線式 6kV 級、60Hz、１回線受電 

ｂ 数量 １式 

ｃ 主要項目 高圧    AC 三相三線式 6kV 級 

低圧    プラント動力  AC 三相三線式 400V 級 

建築動力  AC 三相三線式 200V 級 

照明電源  AC 単相三線式 200V 級/100V 級 

 

【配慮事項】 

・受電には、電力会社への接続検討や外線工事等の依頼が必要となる。新施設の竣工

に支障がないように着実に手続きを進める必要がある。 

 

（２）配電設備 

配電設備は、変圧器で所定の電圧に降圧した電源を各動力盤や照明盤に分岐配電す

るために設置する。  

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

・配電電圧及び配電方式については、機器の使用目的や容量等を考慮して決定する。 

・配電系統の単純化を図る。  

・各盤には予備回路を設ける。 
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（３）動力設備 

動力設備として、各機器に電源を供給するために制御盤、監視盤、現場操作盤等を

設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

・通電時の故障修理でも他の動力などを停電することなく行うことができるコントロ

ールセンター方式の採用を検討する。 

 

（４）電動機 

   電動機は各機器を動かすために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 主にかご形誘導電動機 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

  ・設置する環境、雰囲気に適合した保護方式を選定する。 

・効率性の高い電動機を選定する。 

  ・外被型式は原則として全閉外扇型とする。 

  ・始動方式は原則として直入始動とする。 
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（５）非常用発電設備 

非常用発電設備は、全ての電源が喪失したとき、溶融炉等を安全に停止するために、

また「消防法」や「建築基準法」に基づく非常用電源としてプラントの必要な機器、

保安用負荷、計装設備などに電力を供給するために設置する。  

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

・全ての電源が喪失したとき、溶融炉等を安全に停止することができる容量とする。  

・非常用発電設備により焼却炉１炉を立ち上げ、その後、蒸気タービン発電機を立ち

上げ、自立運転を確立することに必要な容量とする。  

・停電時でも計量システムを使用できるようにする。  

・商用電源との並列運転を可能とする。  

・常用電源喪失後、40 秒以内に自動的に所定電圧を確立する。 

 

（６）直流電源装置 

受変電設備、発電設備等の操作電源、制御電源、表示灯等の電源として使用するた

め、設置する。  

 

【仕様】 

ａ 形式 鋼板製屋内閉鎖自立形 

ｂ 数量 １面 

 

【配慮事項】 

  ・全停電の際、10 分間は電源供給できる容量とする。 
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（７）無停電電源装置 

全ての電源が喪失したとき、コンピュータ及び計装機器等の電源として使用するた

めに設置する。  

 

【仕様】 

ａ 形式 鋼板製屋内閉鎖自立形 

ｂ 数量 １面 

 

【配慮事項】 

  ・全停電の際、10 分間は電源供給できる容量とする。  

  ・インバータ、商用電源の切り替えは、無瞬断とする。 

  ・本装置と直流電源装置の各々の必要容量を満たす場合、蓄電池の共用を可とする。 
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３－３－12 計装制御設備 

（１）監視制御装置 

   プラント設備等の操作・監視・制御の集中化を行うために設置する。プラント設備

等の故障・異常時には警報を発報し、プリンタに警報メッセージを印字する。設備ご

とに分散化させた制御方式とする。 

 

【仕様】 

ａ 形式 分散型制御システム（DCS） 

ｂ 数量 １式 

ｃ 主要項目 

 

以下の自動運転制御機能に使用する。 

ごみクレーン、溶融処理、ボイラ関連、  

受変配電設備、発電設備、給排水関連、動力設備、 

公害防止関連、建築設備等 

 

【配慮事項】 

・中央制御室のオペレータコンソールによる集中監視操作を原則とする。 

・プラントメーカによる遠隔監視システムを検討する。 

・中央制御室は、長時間勤務する作業員に快適環境を提供できるように十分なスペー

スを確保する。 

・ハードウェア、ソフトウェアは最新で信頼性の高いものを使用する。 

  ・信頼性を向上させるため、主要部分の二重化を図る。 

 

（２）データ処理装置 

   プラント設備から取り込んだデータを一元管理するために設置する。各種データの

保存・加工が可能なシステムとし、帳票を自動で作成する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

  ・計量管理を含むシステムとする。 

  ・日報、月報、年報等必要な帳票を作成する。 
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（３）ＩＴＶ装置 

計量機、プラットホーム、ごみピット、溶融炉、燃焼室、ボイラドラム水位、煙突、

搬入・搬出道路等を遠隔監視するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案による。 

ｂ 数量 １式 

ｃ 主要項目 カメラ及びモニター 

 

【配慮事項】 

  ・必要な場所の録画ができるシステムとする。 

 

（４）公害防止監視装置 

 排ガス中の有害物質の連続測定、気象状況の監視を行うために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 連続分析計 

ｂ 数量 １式 

ｃ 主要項目 測定器、排ガス成分表示装置 

 

【配慮事項】 

  ・屋外に排ガス成分表示装置を設置する。 

  ・メンテナンスが容易な分析計とする。 
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３－３－13 その他設備 

（１）空気圧縮装置 

   計装機器及びその他のプラント機器へ圧縮空気を供給するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

  ・騒音・振動の低い機器を選定する。 

  ・メンテナンスの容易な機器とする。 

 

（２）環境集じん装置 

   良好な作業環境を維持するために設置する。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

  ・作業環境に影響を与えないように機器や場所を選定する。 

 

（３）見学者案内調度品 

施設見学に訪れた見学者が施設の概要を容易に理解できる調度品を準備する。なお、

見学者の動線は、安全で効率的かつコンパクトなものとする。 

 

【仕様】 

ａ 形式 事業者提案とする。 

ｂ 数量 １式 

 

【配慮事項】 

  ・見学者が施設を容易に理解できる内容とする。 
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３－４ 建築計画 

３－４－１ 全体計画 

（１）全体計画の基本方針 

新施設は、機能的かつコンパクトな施設とする。明るい清潔なイメージ、機能的な

レイアウト、より快適安全な室内環境、部位に応じた耐久性等に留意し、各部のバラ

ンスを保った合理的なものとする。 

熱、臭気、振動、騒音、特殊な形態の大空間形成等の問題を内蔵するので、これを

機能的かつ経済的なものとするためには、プラント機器の配置計画、構造計画並びに

設備計画は深い連携を保ち、相互の専門的知識を融和させ、総合的にみてバランスの

とれた計画とする。 

機種、機能、目的の類似した機器はできるだけ集約配置することにより、点検整備

作業の効率化、緊急時に迅速に対処ができるよう計画する。 

日常点検作業の動線、補修、整備作業スペースを確保する。機器の搬出入のための

スペースを設けるとともに、将来的な大規模改修を見込み、マシンハッチ等を設ける。 

見学者対応としては、基本的な考え方として、見学者動線はコンパクトなものとし、

見学者設備は必要最小限とするが、高齢者や身障者にも支障なく見学できるように、

バリアフリーの考え方を取り入れる。案内・表示については、ユニバーサルデザイン

の考え方を取り入れる。見学者の対応については、今後さらに検討を進める。 

 

（２）平面計画 

新施設は各種設備で構成され、溶融炉その他の機器を収容する各室は流れに沿って

設ける。これに付随して各設備の操作室（中央制御室、クレーン操作室等）や運転員

のための諸室、見学者用スペース、空調換気のための機械室、防臭区画としての前室

その他を有効に配置する。 

これらの諸室は、平面的だけでなく、配管、配線、ダクト類の占めるスペースや機

器の保守点検に必要な空間を含め、立体的な捉え方でその配置を決定する。 
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３－４－２ 構造計画 

（１）基礎構造計画 

建築物は上部・下部構造とも十分な強度を有する構造とする。振動を伴う機械は十

分な防振対策を行う。 

建築物は地盤条件に応じた基礎構造とし、荷重の偏在による不等沈下を生じない基

礎計画とする。杭の工法については、荷重条件、地質条件を考慮し、地震時、風圧時

の水平力を十分に検討して決定する。 

土工事は、安全で工期が短縮できる合理的な工法を採用する。残土は原則として場

内処分とする。 

 

（２）躯体構造計画 

溶融炉、ろ過式集じん器など重量の大きな機器やクレーンの支持架構は、十分な強

度、剛性を保有し、地震時にも十分安全な構造とする。架構は、強度、剛性を保有す

るとともに軽量化に努め、地震時の変位も有害な変形にならない構造とする。 

 

（３）一般構造計画 

屋根は軽量化に努めるとともに、特にプラットホーム、ごみピット室の屋根は気密

性を確保し、悪臭の漏れない構造とする。炉室の屋根は、採光に配慮し、換気装置を

設けるものとし、雨仕舞と耐久性に配慮する。 

構造耐力上重要な部分及び遮音性能が要求される部分は、原則として鉄筋コンクリ

ート造とする。 

機械室の床は必要に応じ、清掃・水洗等を考慮した構造とする。 

各室の区画壁は、要求される性能や用途上生じる要求（防火、防臭、防音、耐震、

防煙）を満足するものとする。 

外部に面する建具は、台風時の風圧や降雨に耐えるものとする。 

 

 

＜構造計算＞ 

構造計算は、以下に準じた設計とする。 

〇「建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）」 

〇「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（平成 25 年制定）」 

〇「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説 令和３年版（一般社団法人公共建築協会）」 

〇「火力発電所の耐震設計規程 JEAC3605-2024（一般社団法人日本電気協会）」 

〇「建築設備耐震設計・施工指針 2014 年版（一般財団法人日本建築センター）」 
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３－４－３ 土木・外構計画 

（１）構内道路及び駐車場 

十分な強度と耐久性を持つ構造及び効率的な動線計画とし、必要箇所に白線、道路

標識を設け、構内の交通安全を図る。構内道路の設計は構内舗装・排水設計基準（国

土交通省大臣官房官庁営繕部建築課）による。 

職員用、来客用等の駐車場を計画する。見学者用に大型バス３台分の駐車場を確保

することを検討する。身障者用の駐車場はアクセスが容易な位置に配置する。 

 

（２）構内排水設備 

敷地内に適切な雨水排水設備を設け、既存の洪水調整池に排水する。 

 

（３）植栽・芝張 

敷地内空地は樹木等により良好な環境の維持に努めることとする。ただし、運営事

業の効率化を図るため、必要最小限で計画する。 

 

（４）門・囲障 

門扉、フェンスの設置を計画する。 
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３－４－４ 建築機械設備計画 

（１）空気調和設備・換気設備 

本設備は必要な室を対象とする。各室の用途に応じて、空気調和設備・換気設備を

設置する。 

 

（２）給排水衛生設備 

流し等必要な箇所に水道を供給するため、給水設備を設ける。また、洗面器等の衛

生器具類を設置する。洋式便所は温水洗浄便座、小便器はセンサー付きとする。身障

者トイレを必要な場所に設置する。 

 

（３）消火設備 

消火設備は消防法、条例等を遵守し、所轄の消防署と協議の上、必要な設備を設置

する。 

 

（４）エレベータ設備 

来場者用エレベータと人荷用エレベータを設置する。来場者用エレベータは身障者

が利用しやすいよう配慮する。 
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３－４－５ 建築電気設備計画 

（１）動力設備 

プラント低圧主幹盤の２次側以降を建築電気設備とする。建築機械設備の各種ポン

プ、送排風機、空調設備、給水設備、排水設備等に含まれる電動機類の電源を効率的

に計画する。 

 

（２）照明コンセント設備 

作業の安全性、効率性、快適な作業環境の確保を考慮した計画とする。また、照明

器具及びコンセントは、用途及び周囲条件により、防湿、防雨、防じん、防爆型を使

用する。 

 

（３）その他の設備 

その他の設備として、自動火災報知設備、電話設備、拡声放送設備、インターホン

設備、テレビ共聴設備、時計設備、避雷設備、防犯警備設備、通信設備（ＬＡＮ等）

等を設置する。なお、防犯警備設備は、防犯上の警備設備の設置が可能なように電気

配管（空配管）を設ける。 
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３－５ 余熱利用計画 

（１）エネルギー回収 

ごみ処理時に発生する熱エネルギーは、排ガス中にボイラ等の熱交換器を設けるこ

とにより、蒸気、温水等の形態のエネルギーに変換する。蒸気によりタービンを駆動

させ、発電機により電気エネルギーに変換する。一般的に、電力は動力源として大き

な需要があり、工場内で使用するだけでなく、余剰な電力は外部へ送電している。 

新施設においては、ボイラの高温高圧化等の手法により、高効率な廃棄物発電を行

う。発生した電力は施設内や既存のリサイクルプラザ、管理棟等で消費し、それでも

余った電力は外部に送電・売電する。 

なお、将来的には、ごみ処理時に発生した電力を地域内の公共施設等で消費する電

力の「地産地消」を検討していく。 

 

（２）エネルギー回収率 

国が定める廃棄物処理施設整備計画の重点目標では、ごみ溶融時における高効率な

発電の実施と、回収エネルギー量の確保が挙げられている。新施設では、その趣旨に

基づき、与えられた条件のなかで可能な限り高効率な発電を目指す。 

   国の交付金制度のうち循環型社会形成推進交付金には、交付率として２分の１また

は３分の１があり、その交付要件としてエネルギー回収率、ＣＯ２排出量の目安等の

条件が課せられている。 

当組合における新施設のエネルギー回収率は、アンケート調査の結果から 17.3％と

なっており、このときの発電出力は 1,670kW（条件はごみ発熱量 8,840kJ/kg）と見込

まれている。新施設の規模は 86t/日であり、100t/日以下であることから、交付率が

２分の１の場合、施設規模に応じたエネルギー回収率の交付要件が 17.0％以上となる

が、これを満足している。 

 

（３）ＣＯ２排出量 

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備マニュアルには、一般廃棄物焼却施設におけ

る一般廃棄物処理量当たりのＣＯ２排出量の目安、施設のエネルギー使用及び熱回収

に係るＣＯ２排出量の基準（交付率１/２の場合）が定められている。 

 

ア 一般廃棄物焼却施設における一般廃棄物処理量当たりのＣＯ２排出量の目安 

シャフト炉式ガス化溶融炉の場合のその目安は、以下の数式のとおりである。 

ｙ＝－240log（x）＋920 以下 

     ここで、ｘ：一般廃棄物焼却施設の１日当たりの処理能力（単位：トン／日） 

ｙ：一般廃棄物焼却施設における一般廃棄物処理量当たりのＣＯ２排
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出量の目安（単位：一般廃棄物処理量１トン当たりのキログラム

で表したＣＯ２の量） 

    ｘ＝86（t/日）とすれば、ｙ＝456（kg-CO2/ごみトン）以下 

一方、環境省・経済産業省の「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル Ver.6.0

（令和７年３月）」に基づき新施設のＣＯ２排出量を試算すると、低質ごみから高質

ごみの範囲内において 439～406（kg-CO2/ごみトン）となった。これは、ＣＯ２排出

量の目安 456（kg-CO2/ごみトン）以下を満足している。 

 

イ 施設のエネルギー使用及び熱回収に係るＣＯ２排出量の基準（交付率１/２の場合） 

シャフト炉式ガス化溶融炉の場合の基準は、以下の数式のとおりである。 

ｙ＝－240log（x）＋550 以下 

ここで、ｘ：一般廃棄物焼却施設の１日当たりの処理能力（単位：トン／日） 

ｙ：一般廃棄物焼却施設における施設のエネルギー使用及び熱回収に

係る一般廃棄物処理量当たりのＣＯ２排出量（単位：一般廃棄物処

理量１トン当たりのキログラムで表したＣＯ２の量） 

ｘ＝86（t/日）とすれば、ｙ＝85.7（kg-CO2/ごみトン）以下 

一方、燃料のＡ重油及びコークスによるＣＯ２排出量から売電によるみなしＣＯ２

削減量を差し引くと、低質ごみから高質ごみの範囲内において 81.6～31.8（kg-CO2/

ごみトン）となった。これはＣＯ２排出量の基準 85.7（kg-CO2/ごみトン）以下を満

足している。 

 

以上の試算より、新施設においては交付率２分の１の場合のＣＯ２排出量の交付要

件を満たしている。 

   なお、新施設の処理方式であるシャフト炉式ガス化溶融炉は、燃料としてコークス

を使用するため、ＣＯ２排出量が多くなる傾向があり、これが課題となっていたが、近

年、コークス使用量を大幅に削減することのできる新型のシャフト炉式ガス化溶融炉

が開発されている。 

また、ＣＯ２排出量の増加に最も影響を与えるごみ種類は、廃プラスチックである。

したがって、ＣＯ２排出量をより削減するためには、廃プラスチックのマテリアルリ

サイクルを一層推進する必要がある。 

 

 

  



46 

 

３－６ 残さ資源化計画 

（１）本組合の現状 

ごみの溶融処理に伴いスラグ、メタル、溶融飛灰が発生する。 

このうちスラグについてはコンクリート骨材や埋戻し材など、またメタルについて

はカウンターウエイトなど、有価物として有効利用されている。 

一方、溶融飛灰については、山元還元により、製錬工場で金属を回収し、資源化を

図っている。 

 

（２）新施設における残さの処理・資源化 

新施設で発生する残さについては、これまでと同様に、全て資源化を図る。 

スラグ、メタルについては、有価物として本事業者に引き渡し、資源化を図る。 

一方、溶融飛灰については、これまでと同様に、製錬工場に引き渡し、資源化を推

進する。本組合は将来にわたって溶融飛灰の資源化を確実に実施するため、製錬事業

者との緊密な関係を維持するものとする。 
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３－７ 施設配置計画 

 施設配置計画については、基本的な計画案（Ａ案）と別途提案の計画案（Ｂ案）の２つ

が提示された。 

 

（１）Ａ案（基本的な施設配置計画案） 

前述したプラント設備計画、建築計画、土木・外構計画等に基づき、施設配置計画

のイメージを図で表すと、以下のとおりである。 

ごみ搬入車両については、施設出入口から入場し、入口の計量機で計量後、プラッ

トホーム入口から屋内に進入する。プラットホームでごみを下した後、出口から屋外

に出て、出口の計量機で計量し、正味のごみ重量を計量した後、施設出入口から退場

する動線となる。 

この提案の場合、新施設に持ち込まれるごみ重量を正確に把握することができ、ま

た新施設とリサイクルプラザにごみを搬入する車両を分けることができる。 

一方、ごみピットの容量を確保するため、地下を掘削する必要があり、工期の短縮

が見込めない。 

ただし、この図は、あくまでも概略の配置計画であり、実際の配置は事業者に提案

を求める。また、車両動線計画についても事業者に最適なルートの提案を求める。 

 

図３－７－１ Ａ案 
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（２）Ｂ案（別途提案の施設配置計画案） 

新施設のプラットホームのレベルを現施設及びリサイクルプラザの道路のレベルに

合わせるという事業者からの提案があった。現状では、新施設のＧＬと現施設のＧＬ

との高低差は８～９ｍ程度あり、新施設のＧＬの方が低い。 

新施設の基本的な設備配置は（１）と同様である。この提案では、既存の計量棟で

計量し、リサイクルプラザ南側の道路を通り、その道路と新施設までの間に橋を架け、

動線を確保する計画となっている。 

この提案の場合、ごみピットを掘削する必要がなく、３か月程度の工期の短縮が見

込めるというメリットがある。 

一方、橋の設置費用の発生、リサイクルプラザのストックヤードの一部解体・移設

等が必要となる。また、混載ごみ搬入車両の可燃ごみとそれ以外のごみの正確な重量

が把握できないこと、新施設への搬入ルートとリサイクルプラザ搬入ルートが合流す

る箇所があり注意が必要であること、将来現施設を解体する際に車両動線を一時的に

変更する必要があること等の課題もある。 

 

図３－７－２ Ｂ案 
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３－８ 管理運営計画 

（１）ごみの受け入れ 

新施設のごみの受け入れは、現状と同様に、月曜日から金曜日及び第３日曜日（祝

日、12 月 31 日、１月１日から１月３日を除く。）である。また、受入時間は９時から

12 時までと 13 時から 16 時 30 分まで（ただし 12 月 29 日、12 月 30 日は 16 時まで）

を計画している。 

 

（２）業務内容 

新施設における運営の主な業務内容は以下のとおりとする。なお、詳細な業務内容

については、ＰＦＩ等導入可能性調査報告書の事業範囲区分表に記載されている。 

 

表３－８ 新施設における運営の主な業務内容 

区分 主な業務内容 

運転管理全般 ・ごみの計量・料金徴収※ 

・ごみ搬入車両の誘導 

・ごみの受け入れの指導 

・ごみの処理計画策定及び処理 

・残さの積み出し 

・薬品、燃料、備品・予備品・消耗品の調達・管理 

・運転日報・月報・年報等の作成 

・維持管理記録の作成・公表 

・電話等による問い合わせ対応 

維持管理全般 ・プラント設備及び建築設備の点検維持補修 

・建物の点検維持補修 

・定期補修整備 

・作業環境の保全 

・施設内の清掃 

・消防設備、空調設備、給排水設備、電気設備の点検整備 

・エレベータ、自動ドアの点検整備 

・植栽管理 

・見学者の案内 

・警備 

・場内の監視 

  ※計量機を設ける場合 
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３－９ 災害廃棄物処理計画 

（１）災害廃棄物処理計画 

災害廃棄物処理計画については、環境省の災害廃棄物対策指針（改訂版）（平成 30

年３月）を踏まえ、組合の構成市町村の地域防災計画と整合性を図りながら、福岡県

災害廃棄物処理計画と連携して、災害廃棄物処理を実施する。 

 

（２）災害廃棄物処理の対応 

施設規模の算定方法については、前述したとおり、環境省から発出された令和６年

３月 29 日付環循適発第 24032920 号「循環型社会形成推進交付金等に係る施設の整備

規模について（通知）」で示されている。この通知文書によると、文書中に提示されて

いる算定式により施設規模を求め、算出した施設規模に対し、10％を上限とした災害

廃棄物処理量を見込むことができるとされている。 

そのため、新施設の規模については、年間の最大ごみ処理量から算定式により算出

した規模に 10％の災害廃棄物量を加えて求めたものである。 

ただし、通知文書には「災害廃棄物対策指針等に基づき災害廃棄物処理計画を策定

し、当該計画において処理区域外からの災害廃棄物を受け入れる旨を記載するものに

限る」とされているため、構成市町村は災害廃棄物処理計画に災害発生時には処理区

域外からの災害廃棄物を受け入れる旨を記載する必要がある。 
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第４章 リサイクルプラザ 

 

４－１ リサイクルプラザの現況 

リサイクルプラザでは、資源ごみ、粗大ごみ、直接搬入ごみ（資源ごみ、粗大ごみ）の

資源化処理を行っており、資源ごみは選別圧縮による資源回収を、また粗大ごみは破砕・

選別による資源回収を行っている。さらに、この施設で発生する残さについては、現施設

で溶融処理を行っている。 

インフラのうち電力、上水、電話については、現施設で一旦受け入れた後、リサイクル

プラザに送り、リサイクルプラザを経由して管理棟、工房・グラウンドにも供給されてい

る。 

一方、排水のうち、現施設、リサイクルプラザ、管理棟で発生した生活排水は、浄化槽

で処理した後、現施設のプラント排水設備に返送され、排水処理後、再利用水として再使

用されている。また、リサイクルプラザで発生したプラント排水についても、現施設のプ

ラント排水設備に返送され、排水処理後、再利用水として再使用されている。 

電力、上水、電話等の現状の流れについて以下に示す。 

 

図４－１ 電力、上水、電話等の現状の流れ 
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４－２ 新施設とリサイクルプラザの連携 

（１）リサイクルプラザの残さの搬出 

リサイクルプラザで発生する残さについては、新施設で処理する。残さの発生量は、

令和 14 年度に 2,401 トン（6.58 トン/日）を見込んでいる。 

現在、リサイクルプラザで発生する残さは、コンベヤを使用し、隣接する現施設に

搬送し、現施設で処理しているが、新施設建設後は、リサイクルプラザの残さを新施

設に搬出する方法を変更しなければならない。 

新施設の GL とリサイクルプラザの GL には８～９ｍ程度の高低差がある。新施設の

ごみピットをリサイクルプラザ側に設けたとしても、新施設のごみピットとリサイク

ルプラザとは直線でも 50ｍ以上の距離となる。また、その想定されるルート上及びル

ート周辺には、ストックヤード棟や浄化槽が設置されている。したがって、コンベヤ

を設置し、残さを搬出することは、地形的、物理的に非常に難しい状況である。 

また、新施設のごみピットの位置とリサイクルプラザの残さヤードの位置関係に拘

束されると、新施設の最適な配置計画が困難となるおそれがある。 

さらに、近年、リチウムイオン電池に起因する火災が大きな社会問題となっている。

リサイクルプラザに持ち込まれたリチウムイオン電池が、破砕・選別されたときなど

に圧力がかかり発火する危険があるが、コンベヤによりそれが隣接する新施設のごみ

ピットに投入され、ピット火災が発生するというシナリオも描くことができ、その場

合の責任の所在が曖昧になるという懸念もある。 

これらのことを総合的に判断し、リサイクルプラザで発生する残さについては、場

内運搬用のトラックを使用する。トラックに残さを積み込み、場内道路を通行し、ご

みピットに投入する。 

 

（２）電力・上水・電話 

電力・上水・電話については、新施設で一旦受け入れ、リサイクルプラザへ供給す

る。それらは、リサイクルプラザを経由して管理棟へ供給される。 

 

（３）排水 

リサイクルプラザ及び管理棟で発生した生活排水は、一旦既存の浄化槽へ送水され、

浄化槽で処理された後、リサイクルプラザのプラント排水と同様に、新施設の排水処

理設備で処理される。この処理水の一部は現状と同じく各施設で再利用水として再利

用され、余剰水は排ガス減温装置で蒸発処理される。なお、新施設で発生する生活排

水の処理は、新たに浄化槽を設けて処理するか、既存の浄化槽を利用するかは、事業

者の提案とする。 
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第５章 事業スケジュール等 

 

５－１ 事業スケジュール 

近年、建設業界において働き方改革による週休二日制の導入や人手不足などにより、以

前よりも建設工期が長くなる傾向がある。 

さらに、新施設の建設予定地は極めて狭隘である。建設時には複数台の重機等の建設機

械を配置し、資材置場を重機等の近くに配置することで資材を効率的に移動・据付するが、

重機等の設置スペースや資材置場が十分に確保できない状況である。 

今回の施設規模は 86（t/日）であることから工期は当初４年程度と見込まれていたが、

このような状況により、通常よりも長い工期が必要となることが判明した。 

また、水路の位置により、建設工期が大幅に異なる。水路を南寄りに付け替える場合と

水路を北寄りに付け替える場合があり、以下にそれらの位置を示す。 

図５－１－１ 水路の位置 

 

次に、それぞれの水路の付け替え位置ごとの事業スケジュール（案）を示す。 

  

水路を北寄りに付け替える場合

水路を南寄りに付け替える場合
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（１）水路を南寄りに付け替える場合 

この場合、施設本体の建設工期は 70 か月（５年 10 か月）程度と見込まれており、

以下の事業スケジュール（案）となる。建設予定地の一部の工区では、重機を配置し、

周辺の建屋を建築し、機器を据え付けた後、重機を移動させ、その後、重機の配置し

ていた工区の建屋・機器を施工するといういわゆる後施工を実施する必要が生じる可

能性がある。 

この場合の工期を短縮する方法としては、当初、仮設の水路を北寄りに付け替え、

新施設の建設・竣工後に、再度、本設の水路を南寄りに付け替える方法がある。この

方法は、水路付け替えに伴う費用が増額となるが、新施設の建設工期は、１年以上の

工期短縮が可能となる。 

図５－１－２ 南寄りの水路の場合の事業スケジュール（案） 

 

（２）水路を北寄りに付け替える場合 

  ア 施設配置計画Ａ案の場合 

この場合、施設本体の建設工期は 56 か月（４年８か月）程度と見込まれており、

以下の事業スケジュール（案）となる。 

図５－１－３－１ 北寄りの水路の場合の事業スケジュール（案）※施設配置計画Ａ案 
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イ 施設配置計画Ｂ案の場合 

この場合、施設本体の建設工期は 53 か月（４年５か月）程度と見込まれており、

以下の事業スケジュール（案）となる。ただし、別途、橋の設置、リサイクルプラ

ザのストックヤードの一部解体・移設等の工事が必要となる。 

図５－１－３－２ 北寄りの水路の場合の事業スケジュール（案）※施設配置計画Ｂ案 

 

（３）今後の検討課題 

前述した（１）及び（２）については、造成工事と施設本体建設工事を分離発注す

る方法で事業スケジュール（案）を計画した。 

一方、造成工事と施設本体建設工事を一括発注する方法がある。この場合、事業を

効率的に進めれば、工期の短縮や経費の削減の可能性がある。 

事業者の選定時期を前倒しし、早期に事業者と契約する。まずは造成工事を進め、

仮設水路を整備し、より広い敷地を確保するとともに、並行して土木・建築工事及び

プラント機械工事の実施設計を進め、その後、施設本体工事を進捗させる方法である。

施設本体の完成後に、本設の水路を整備し、建設工事は完了となる。 

このように、複数の事業スケジュール（案）が存在し、施設配置計画（案）、工期、

事業費等との密接な関係がある。 

そこで、現在、課題となっている事業スケジュール（案）、施設配置計画（案）、工

期、事業費等を比較検討の上、総合的に判断し、最善の事業スケジュール等を決定す

る必要がある。 

 

 

 

  

施設整備基本計画

PFI等導入可能性調査

生活環境影響調査
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５－２ 入札・契約方式 

主な契約方式には、指名競争入札方式、一般競争入札方式があり、事業者選定方式には

総合評価落札方式、プロポーザル方式がある。入札・契約方式の概要を以下に示す。 

 

表５－２ 入札・契約方式の概要 

 契約方式 業者選定方式 

指名競争入札 一般競争入札 総合評価落札 プロポーザル 

応募者 

（入札参加者） 

発注者が指名した

技術、経験、資金力

等について一定の

条件を満たす複数

の請負希望者 

入札・契約締結に

関 す る 一 定 の 資

格、条件を満たす

不特定多数の請負

希望者 

入札参加資格要件

を満たす任意の者

（指名競争と一般

競争がある。） 

応募資格要件を満

たす任意の者（指名

と公募がある。） 

契約形態 競争入札 競争入札 競争入札 随意契約 

発注目的 工事の品質確保、

竣工の確実性、価

格競争 

自由競争（一定の

制限付き）、公平

性、経済性の確保 

価格・非価格（プラ

ントの品質、技術）

の総合評価による

調達 

非価格（プラントの

品質、技術）に重点

を置いた調達 

発注手法 性能発注 性能発注 性能発注 性能発注 

価格の範囲 予定価格の範囲内 予定価格の範囲内 予定価格の範囲内 予算の範囲内 

評価基準・方法 技術審査を経て、

一定の性能が担保

された上での価格

競争による評価 

技術審査を経て、

一定の性能が担保

された上での価格

競争による評価 

評価項目毎に数値

化し、価格と非価

格の総合評価（除

算・加算方式） 

予算の範囲内で、非

価格の重点的評価

が通例（総合評価と

同様の手法採用） 

留意点 指名の公正化 工事の品質、竣工

の確実性 

非価格要素の定量

化、学識経験者の

意見聴取が必須 

非価格要素の定量

化 

 

環境省「廃棄物処理施設建設工事等の入札・契約の手引き（初版：平成 18 年７月、改訂

版：令和７年３月）」によると、「公共工事の品質確保の促進に関する法律に基づき、経済

性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の

契約を実現する『総合評価落札方式』を廃棄物処理施設建設工事の発注・選定方式の基本

とし、公募型プロポーザルの活用も支持されている」としている。本案件では総合評価落

札方式を採用する方向で検討する。  
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第６章 交付金 

 

６－１ 交付金制度 

廃棄物処理施設整備に活用できる国の交付金制度としては、循環型社会形成推進交付金、

廃棄物処理施設整備交付金、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金、二酸化炭素排出抑制

対策事業費等補助金があり、これらの概要を以下に示す。 

 

表６－１ 廃棄物処理施設整備に活用できる交付金等制度 

 

 

  

循環型社会形成推進交付金 廃棄物処理施設整備交付金
二酸化炭素排出抑制対策

事業費交付金

二酸化炭素排出抑制対策

事業費等補助金

目的

市町村が循環型社会形成

の推進に必要な廃棄物処

理施設の整備事業等を実

施するため

大規模災害発生時におけ

る災害廃棄物の適正かつ

円滑・迅速な処理に向

け、平時からの備えとし

ての地域の廃棄物処理シ

ステムを強靭化する観点

から、市町村が廃棄物処

理施設の整備事業等を実

施するため

廃棄物処理施設における

エネルギー起源二酸化炭

素の排出抑制を目的とし

て、市町村が廃棄物処理

施設の整備事業等を実施

するため

エネルギー起源二酸化炭

素の排出の抑制のための

事業であり、かつ経済性

の面で自主的取組だけで

は進展の速度が緩やかな

ものについて、当該事業

実施者に対し、事業に要

する経費の一部を国が補

助することにより、低炭

素社会の実現に資するた

め

1/2

(設備区分に

より1/3)

1/3

1/2

(設備区分に

より1/3)

1/3

エネルギー

回収率

新施設規模

の場合

17.0％以上

新施設規模

の場合

11.5％以上

新施設規模

の場合

17.0％以上

新施設規模

の場合

11.5％以上

新施設規模

の場合

11.5％以上

交付率・

補助率

1/2

(設備区分に

より1/3)

1/3

1/2

(設備区分に

より1/3)

1/3

新施設規模

の場合

11.5％以上

新施設規模

の場合

11.5％以上

新施設規模

の場合

11.5％以上

災害廃棄物

処理体制の

強化

必要 必要に応じて 必要 必要に応じて

先進的設備

導入(基幹改

良)のみ必要

不要

先進的設備

導入(基幹改

良)のみ必要

不要

要件あり

(交付率1/3

より厳しく

事後評価が

必要)

要件あり

(事後評価が

必要)

要件あり

(交付率1/3

より厳しく

事後評価が

必要)

要件あり

(事後評価が

必要)

長寿命化計

画の策定
必要 必要 必要 必要

CO2排出量

要件あり

(交付率1/3

より厳しい)

要件あり

要件あり

(交付率1/3

より厳しい)

要件あり

窓口 環境省 環境省 環境省
一般社団法人廃棄物処理

施設技術管理協会

財源 一般会計 一般会計 エネルギー対策特別会計 エネルギー対策特別会計
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（１）ごみ処理施設を新設する場合の交付要件 

循環型社会形成推進交付金については、環境省の「エネルギー回収型廃棄物処理施

設整備マニュアル（令和３年４月改訂）」に、ごみ処理施設を新設する場合の基本的な

交付要件として、以下の項目が定められている。 

・ごみ処理の広域化・集約化 

・ＰＦＩ等の民間活用 

・一般廃棄物会計基準の導入 

・廃棄物処理の有料化 

交付金制度を利用するにあたっては、これらの要件も視野に入れた対応が必須であ

る。 

 

（２）エネルギー回収型廃棄物処理施設（交付率 1/2）の交付要件 

ア エネルギー回収率 

施設規模 100t/日以下の場合、エネルギー回収率 17.0％以上であり、新施設はこ

れを満足している。 

 

イ 災害廃棄物の受け入れに必要な設備の設置 

施設規模 100t/日以下の小規模施設は、交付率 1/2 の交付要件に含まれない。 

 

ウ 二酸化炭素排出量 

前述したとおり、一般廃棄物処理量当たりのＣＯ２排出量の目安、施設のエネルギ

ー使用及び熱回収に係るＣＯ２排出量の基準の両方とも適合している。 

 

エ 施設の長寿命化のための施設保全計画の策定 

新施設の竣工までに、施設の長寿命化のための施設保全計画を策定することが義

務付けられている。なお、計画策定は施設建設時に対応する必要がある。 
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（３）エネルギー回収型廃棄物処理施設（交付率 1/3）の交付要件 

ア エネルギー回収率 

施設規模 100t/日以下の場合、エネルギー回収率 11.5％以上であり、新施設はこ

れを満足している。 

 

イ 施設の長寿命化のための施設保全計画の策定 

新施設の竣工までに、施設の長寿命化のための施設保全計画を策定することが義

務付けられている。なお、計画策定は施設建設時に対応する必要がある。 
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６－２ 財源の構成 

（１）財源内訳のイメージ 

新施設の建設事業において活用できる財源は、交付金又は補助金、起債、一般財源

である。財源の内訳をイメージすると以下の図のとおりである。 

事業全体は、まず交付対象事業と交付対象外事業に区分される。そして、交付対象

事業は、高い交付率（２分の１）が得られる高効率エネルギー回収設備や災害対策設

備とそれ以外の交付率（３分の１）の設備に区分される。交付金以外の財源は起債（地

方債）と一般財源となるが、起債には交付税措置がある。 

 

図６－２－１ 財源内訳のイメージ 
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（２）新施設の財源内訳 

環境省が発出した令和６年３月 29 日付環循適発第 24032921 号「一般廃棄物焼却施

設の整備に際し単位処理能力当たりの交付対象経費上限額（建設トン単価上限値）の

設定による施設規模の適正化について（通知）」により、建設トン単価の上限額が設定

されている。 

令和７年３月 31 日には、「一般廃棄物焼却施設の整備に際し単位処理能力当たりの

交付対象経費上限額（建設トン単価上限値）の設定による施設規模の適正化について

（通知）に係る建設トン単価上限値の変更について（事務連絡）」が発出され、令和７

年度以降の着工に適用する上限額が定められた。 

新施設の施設規模は 86t/日であり、50t/日以上 100t/日未満であることから、交付

対象経費上限額（建設トン単価上限値）は 134 百万円/（t/日）である。 

交付対象経費上限額（建設トン単価上限値）に施設規模を掛けると、 

134 百万円/（t/日）×86（t/日）＝11,524 百万円 

となり、これが交付対象経費上限額である。 

 

ア 財源内訳（交付率３分の１の場合） 

令和７年度以降の着工に適用する建設トン単価上限値による試算を行うと、以下

の図となる。 

 

図６－２－２ 財源内訳（交付率３分の１の場合） 

 

この場合、財源の内訳は、交付金が 15.33％、起債が 68.10％（うち交付税措置

により 25.95％が還付）、一般財源が 16.57％となる。 

なお、交付対象外事業の起債については、重点化事業に該当する場合は、75％が

90％になる可能性がある。同様に、交付対象外事業の一般財源については、重点化

事業に該当する場合は、25％が 10％になる可能性がある。 
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イ 財源内訳（交付率２分の１の場合） 

交付率２分の１の交付要件を満足できた場合、令和７年度以降の着工に適用する

建設トン単価上限値による試算を行うと、以下の図となる。 

 

図６－２－３ 財源内訳（交付率２分の１の場合） 

 

この場合、財源の内訳は、交付金が 17.33％、起債が 66.3％（うち交付税措置に

より 25.05％が還付）、一般財源が 16.37％となる。 

交付率２分の１の対象設備・機器については、全体の一部であり、以下の項目に

限定される。 

・燃焼ガス冷却設備（ボイラ本体、ボイラ給水ポンプ、脱気器、脱気器給水ポンプ、

蒸気復水器及び付属する機器等） 

・余熱利用設備（発電設備及び付帯する機器） 

・電気設備（受変電設備、電力監視設備等高効率発電に係る機器、１炉立上げ可能

な発電機） 

なお、交付対象外事業の起債については、重点化事業に該当する場合は、75％が

90％になる可能性がある。同様に、交付対象外事業の一般財源については、重点化

事業に該当する場合は、25％が 10％になる可能性がある。 
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６－３ 概算事業費 

施設整備基本計画策定時点での新施設の概算事業費を以下に示す。 

新施設本体の建設費は、250.8 億円（税込み）と見込まれている。 

一方、新施設の運営費は、竣工・引渡し後 20 年間の必要経費であり、198.0 億円（税込

み）と見込まれている。 

したがって、新施設の全体事業費（本体建設費及び 20 年間の運営費）は、建設費及び運

営費を合計し、448.8 億円（税込み）と見込まれる。 

ただし、これらの事業費は、施設の詳細が定まっていない現段階での見積りであること

に注意が必要である。また、近年の物価上昇や人件費の高騰に伴う建設費等の急騰にも注

意が必要である。したがって、新施設の発注条件等が定まった時点で、事業費を見直す必

要がある。 
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